
  

第2部    各 論
5   労使関係
(1)   概 観

35年以来3か年にわたって続いた組織労働者数の大輻な増加は,38年にはかなり鈍化し,その増加数,増加率
ともに前年より低下した。しかし一方雇用増加のテンポもまた前年よりゆるやかであったため,雇用労働
者のなかに占める組織労働者の割合(推定組織率)は前年と保合となり,36年以来3か年間にわたってほぼ同
一の水準を維持している。もっともこのような組織労働者の推移も,これを産業別,規模別あるいは主要団
体別等にみるとかなりの差異がみられる。

労働運動の面においては,組合の政治闘争,経済闘争ともにおおむね平穏に推移し,激しい労働争議はほとん
どみられなかった。政治面での動きをみると,4月には統一地方選挙,11月には衆議院議員総選挙が行なわ
れ,これに対する労働組合の強い関心が示された反面,日韓会議,ILO問題等についてはめだった動きがみら
れず,失対法改正問題についての闘争などが注目されたのみであつた。

一方経済面においては,引き続く消費者物価の上昇と景気の回復などを背景として,前年にもまして経済闘
争重視の立場が推し進められ,とくに春季賃金闘争では,総評,同盟会議を問わず,長期的な賃金水準の目標
についてほぼ同様のヴイジョンをうちたて,また同じ時期に闘争を行なうなどの動きが注目された。しか
し結果どしては,なお不況ムードが強かったことや前記の統一地方選挙が行なわれたことなどのため,前年
よりもむしろ平穏に推移し,また合理化反対闘争も概して企業ごとに処理されとくに激化したものはみら
れなかった。このため38年の労働争議を争議統計によつてみると,争議行為を伴う争議はおおむね景気調
整下の前年の水準をさらに下回るものとなり,とくに労働損失日数は戦後の最低を記録するに至ってい
る。

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

昭和38年 労働経済の分析



  

第2部    各 論
5   労使関係
(2)   労働組合組織の動向
1)   組合員総数の推移

労働組合員数は35年以来めざましい増加を続け,37年にもなおそのすう勢を持続していたが,38年に至りその増勢がかなり鈍
化した。これは既設組合における組合員数が雇用の動向などを反映して伸びなやみを示すとともに,組合新設による組合員
数の増加も,中小企業における組織化の停滞などで,かなり少なくなったことによる。

38年6月末における労働組合数は49,796組合,組合員数は936万人で,組合員数ははじめて900万人台を突破した。これを前年
に比べると,組合数では1,984組合(4.1%),組合員数では39万人(4.3%)の増加であり,増加数,増加率ともに前年をかなり下回
り,35年以降についてみても最も少なかった(第5-1表)。

第5-1表 労働組合数および組合員数の推移

第5-2表 増加組合員数の要因別内訳
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第5-1図 既設組合における組合員数の推移

この組合数の増加の内訳を要因別にみると,既設組合内における増加(第5-2表注1)が約25万人,新設組合による増加(第5-2表
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注2)が約11万人で,これを前年と比べるとともに約10万人前年を下回り,過去5か年間についてみても34年についで最も少な
い数値となつている。既設組合での増加が少なかったのは雇用の増加等による組合員数の増加が前年をやや下回ったのに対
し,雇用の減少等による組合員数の減少が大幅であったためであり,一方新設組合による増加の低下は,実質的新設の組合員数
が前年に引き続きかなり減少したのに対し,実質的解散の組合員数が前年をさらに上回り,30年以降の最高を記緑したことに
よる(第5-2表・第5-1,2図)。

第5-2図 実質的新設および解散労働組合員数の推移
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第2部    各 論
5   労使関係
(2)   労働組合組織の動向
2)   産業別の動き

組合員数の動きを産業別にみると,鉱業と農業,漁業等の第1次産業で前年より減少したほかは,各産業とも
前年より増加している。しかしその増加数や増加率などについてみると,製造業や建設業が前年を大幅に
下回ったのに対し,金融保険業やサービス業などの第3次産業ではむしろ前年を上回っている。一方製造業
のなかでは,鉄鋼,金属,機械器具などの増加率が大幅に前年を下回り,反面食料品,繊維,衣服などの消費財産
業ではあまり低下していないなど,ここ数年の傾向とかなり異った動きがみられる。

第5-3表 産業別単位労働組合員数の増加率と寄与率

すなわち,組合員数を産業別にみると,製造業が348万人で総数の37.5%を占め,ついで運輸通信業が172万
人(18.2%),サービス業が115万人(12.4%),公務が90万人(9.7%)などの順となっている。しかしこれを前年
と比べると,製造業の増加は24万人,7.3%にとどまり,前年の35万人,12.1%を大幅に下回っている。また鉱
業は4万2千人,15.2%の減少と前年をさらに大幅に上回る減少を示している。これに対してサービス業や
金融・保険・不動産業などでは実数,増加率とも前年を上回っている(第5-3表)。一方製造業中分類別にみ
ると鉄鋼・金属の増加率は,前年の13.1%から5.4%へ,機械関係の産業は前年の18.1%から9.5%へと,とも
にその増加率が半減しているのに対し,食料品製造業は前年の20.2%から17.8%へと若干低下したものの
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いぜん高い伸びを示し,出版,パルプも前年を上回る増加率となっている(第5-4表)。

第5-4表 製造業における組合員数の増加率と寄与率

第5-5表 性別単位労働組合員数構成比と組織率

つぎに性別にみると,女子の組合員数が総数に占める割合は前年よりさらに増大している。この傾向は30
年以降一貫して続いており,組織率についてみても女子の場合は年年高まる傾向にある(第5-5表)。
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5   労使関係
(2)   労働組合組織の動向
3)   規模別の動き

つぎに企業規模別の組織状況をみると,規模による組合員数や組織率の差はいぜんとして大ぎい。しかし
これを35年当時の企業規模別の組織状況と比べると,中小企業における組合員数の増加率の方が大企業に
おける組合員数の増加率よりもかなり高く,組織率についてみても,大規模ではかなり低下しているのに対
し,中小企模では保合ないし上昇の傾向を示している(第5-6表)。

第5-6表 企業規模別組合員数と組織率

38年6月末の調査によると,民間企業における組合員数は615万人であるが,その企業規模別の構成比をみる
と,1,000人以上の規模が57.7%と過半数を占め,以下ほぼ規模が小さくなるに従ってその構成比は低下し
て,100～199人の規模では6.9%,29人以下の規模では4.7%を占めるにすぎない。組織率でみても,500人以
上の規模が60.5%を占めているのに対し,30～99人の規模では10.6%,29人以下の規模では3.4%でその格差
は大きい。なお,29人以下の規模には大工,左官など1人親方の組合員が含まれているので,これを除いてみ
ると構成比では2.0%,組織率では1.4%になる。

しかしこれを35年の組合員数と比べてみると,1,000人以上の規模が27.1%の増加であるのに対して,500～
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999人の規模が34.4%の増加,100～199人の規模が45.9%の増加とほぼ規模が小さくなるに従って増加率
は高くなつている。これを組織率としてみても,500人以上の規模は69.1%から60.5%へとかなりの低下を
示しているのに対し,中規模では保合,30～99人の規模では8.9%から10.6%へと逆に高くなっている(第5-6
表)。

このような中小企業の組織労働者がどのような産業で増加したかをみると製造業,サービス業,運輸通信業
で著しい。すなわち,中小企業における組合員数(第5-7表注1)を産業別にみると,製造業が総数の46.6%と
圧倒的に多く,ついでサービス業が13.8%,運輸通信業が13.5%を占め,この3産業で全体の約74%を占めて
いる。これを35年と比べると,製造業が全産業での増加総数の45.9%,ついでサービス業が24.4%,運輸通信
業が14.1%を占め,この3産業で84.4%を占める。しかし増加率としてみると,卸売小売業がサービス業につ
いで高く,ついで運輸通信業,製造業の順となつていて第3次産業での組織化が進んでいることを示してい
る(第5-7表)。

なお製造業のなかでは,機械器具が製造業計の26.1%を占めて最も多く,ついで繊維・衣服が22.4%,鉄鋼・
金属が12.0%の順となり,この3産業で60.5%を占めている。これを35年と比べてみても,機械器具が製造
業計の増加総数の30.0%,ついで繊維・衣服が28.5%,鉄鋼・金属が10.8%の順となつており,これらの産業
の中小企業で組織労働者が増加している(第5-8表)。

第5-7表 産業別中小企業労働組合員数および38年の増加数

第5-8表 製造業における中小企業労働組合員数および38年の増加数
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第2部    各 論
5   労使関係
(2)   労働組合組織の動向
4)   主要団体別の動き

主要団体別の組合員数についてみると,前年と同じく総評が最も多くついで同盟会議,中立労連,新産別の順
となっているが,その増減にはかなりの差異がみられた。

第5-9表 主要団体別労働組合員数

まず総評は前年に比べて7万人(1.7%)の増加となつている。これは,炭労(2万6千人減),全日自労(1万6千人
減),全鉱(1万1千人減),日教組(1万人減)などで組合員数が減少したが,一方自治労(5万7千人増),私鉄総連2
万2千人増),医労協(1万2千人増)などで組合員数が増加したことによる。これに対して同盟会議は14万6千
人(12.1%)とかなり大幅な増加を示した。これは新国労や全交労が新規加盟したことと全金同盟(1万7千
人増),全繊同盟(1万5千人増),自動車労連(1万1千人増),全化同盟(1万人増)などで組合員数が増加したこと
による。また新産別は全機金の組合員数が減少したため前年より7千人減少し,一方中立労連は電機労連(2
万5千人増),全建総連(2万人増),全生保(1万,5千人増),全電線(1万人増)などで組合員数が増加したため6万4
千人の増加となっている(第5-9表)。

第5-10表 産業および加盟主要団体別労働組合員構成比
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この結果産業別の組織分野にはかなりの変化がみられ,公務,電気ガス水道業などでは総評の占める割合が
増大する一方,製造業,運輸通信業などでは同盟会議のしめる割合が増大した(第5-10表)。
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第2部    各 論
5   労使関係
(3)   労働争議の動向
1)   年間の推移

38年の労働運動は,上述のように経済闘争においても政治闘争においてもおおむね平穏に推移した。経済
闘争の面では全般的な激化はみられなかったが賃金闘争とならんで時間短縮闘争がとり上げられ,また最
低賃金闘争もかなり活発に行なわれる一方,合理化反対闘争もいくつかの分野で展開されたのが特徴で
あった。

年間における争議の推移をみると,例年どおり春季,夏季および秋季年末等の経済争議が中心となり,この間
にあるいはこれとからみ合せて合理化反対の争議が展開された。春における賃上げ要求に参加した組合
員の数は増加したが,交渉は平穏にすぎ妥結額も前年を下回った。また,秋季年末の争議は主として一時金
をめぐつて展開され争議行為にまで発展するものは少なかった。

なお個個の争議についても,年初,新日本窒素水俣工場の争議が解決して以来とくに目立った争議はなかつ
た。

このため前年と比べてみると,総争議の総参加人員だけは前年を上回ったものの,その他はおおむね年間を
通じて前年の水準を下回り,とくに労働損失日数は著しい減少を示した。

なお,例年のように年間における争議の山となった春季賃金争議の状況(第5-11表注1)を「労働争議統計調
査」によってみると,総争議の参加人員と同盟怠業の参加人員を除いては,いずれも前年を2～3割下回り,と
くに労働損失日数は前年の6割減,過去5カ年間では35年につぐ低い水準となっている。これはこの時期に
争議に参加した組合員が増大した反面,争議行為にまでいたるものは全体として減少し,またたとえ争議行
為を伴っても時限スト(この統計では怠業)にとどまることが多かったことによるものと思われる。すなわ
ち2～4月の賃金争議発生企業数をみると,1,000人以上の規模では前年よりかなり件数が増加しているのに
対し,999人以下の規模ではいずれも前年より減少しており,またそのうちの争議行為を伴うものの割合は
各規模を通じ全般的に減少している。もっとも,その年間の争議に占める割合についてみると,件数ではや
や減少したものの行為参加人員・労働損失日数では保合ないし増加を示しており,また年間の賃金争議企
業数に占める割合でみても前年よりさらに増大し,29人以下の規模でも5割以上を占めるに至っている。
すなわち賃金争議の春への集中(中小企業をふくめ)はさらに高まったといえる(第5-11,12表)。

第5-3図 労働損失日数の月別推移
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第5-11表 春季賃金争議とその年間争議にしめる割合

第5-12表 企業規模別春季賃金争議と年間賃金争議にしめる割合
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5   労使関係
(3)   労働争議の動向
2)   争議の概況

上述の如く38年の争議はおおむね年間を通じて平穏で,争議行為を伴わない争議では前年より増加してい
るが,争議行為を伴う争議では,おおむね前年の水準を下回っている。とくに作業停止争議の減少は著しく,
その労働損失日数は戦後の最低となった。

まず争議行為を伴わない争議についてみると,件数は595件,その総参加人員は272万9千人で,前年と比べる
と件数ではほぼ保合,人員では約2倍強となっており,過去5カ年間についてみると36年についで多い。しか
し争議行為を伴う争議についてみると,件数で1,421件,行為参加人員で178万1千人で前年に続いて減少し,
とくに行為参加人員は過去5カ年間で最も少ない(第5-13表)。

第5-13表 種類別労働争議の推移

第5-14表 作業停止争議の推移
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さらに争議行為を伴う争議を種類別にみると,作業停止争議がとくに著しい減少を示しているが,これはそ
のほとんどが同盟罷業の減少によるものである。すなわち同盟罷業は,件数で1,068件,行為参加人員で118
万2千人,労働損失日数では271万7千日で,これを前年に比べると,件数,行為参加人員では約2割減,労働損失
日数では約5割減と大幅な減少を示し,労働損失日数は戦後の最低となっている(第5-14表)。

第5-15表 産業別行為参加人員および労働損失日数
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5   労使関係
(3)   労働争議の動向
3)   産業別,規模別の動き

産業別では件数でみるか,参加人員でみるか,あるいは労働損失日数でみるかによってかなり差異があるが,
全般的にみて建設業で増加したほかはおおむね各産業とも前年より減少し,とくに鉱業の参加人員や労働
損失日数は著しい減少を示している。

まず件数についてみると,鉱業が前年より若干の増加を示したほかは,おおむね各産業とも前年より減少し,
とくに運輸通信業では大幅な減少となっている。しかし,争議行為を伴う争議の行為参加人員については,
おおむね各産業とも減少しているなかで,とくに鉱業が前年の約5分の1と極めて大幅な減少を示めし,一方,
建設業は前年の約4倍に増加している。労働損失日数についてもほぼ同様の動きがみられる。これは前年
には炭労の政転闘争などが活発に行なわれたのが38年にはこれが下火となり,またハイヤー,タクシー関係
の争議も一段落する一方,失対法改正反対闘争が活発に行なわれたことなど反映していると思われる。

第5-16表 行為参加人員および労働損失日数の製造業中分類別構成比の推移

なお,産業別の構成比でみると件数,参加人員,労働損失日数ともに製造業が5～6割,運輸通信業が2割前後を
占めて圧倒的に多い(第5-15表)。一方製造業のうちでは,行為参加人員についても労働損失日数について
も,機械器具が約6割と過半数を占め,ついで鉄鋼・金属・化学・石油・ゴム等の産業となっており,これら
の産業で9割近くを占めている(第5-16表)。
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つぎに争議の発生状況を企業規模別にみると,大規模では前年と保合ないし増加を示しているのに対し,中
小規模では全般的に前年より減少している。しかもその減少の度合はほぼ規模が小さくなるほど著しく,
また総争議より争議行為を伴う争議の方がこの傾向が著しいなどほぼ前年と対しょう的な動きを示して
いる。この原因としては前記の不況ムードや上部組合の争議指導の変化あるいは引き続く求人難による
積極的な労働条件の改善などがあげられよう。なおこの結果,29人以下の規模が総数に占める割合は,過去
5カ年間で最も低く,また,実数においても34年についで少なかった(第5-17,18表)。

第5-17表 企業常用労働者規模別総争議発生企業数

第5-18表 企業常用労働者規模別争議行為を伴う争議の発生企業数
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第2部    各 論
5   労使関係
(3)   労働争議の動向
4)   要求事項別の動き

38年に発生した争議を要求事項別にみると賃金増額要求が34年以降はじめて大幅な減少を示し,これに
替って臨時給与金要求が若干増加した。一方,解雇反対は過去2カ年の増勢から再び減少に転ずるととも
に,同情ストや政治ストなどの「その他」の要求も引き続き減少した。

このような傾向は,総争議についてみても争議行為を伴う争議のみについてみても,また件数についてみて
も,企業数についてみても,ほぼ同様にみられるが,とくに争議行為を伴う争議の件数についてみた場合に目
立っている。すなわち争議行為を伴う争議を要求事項別にみると,まず賃金増額要求は前年より279件
(30.2%)の大幅な減少を示し,その総数に占める割合も43.6%と前年より大幅に低下した。これに対して臨
時給与金要求は前年より44件(8.1%)増加し,その総数に占める割合も31%から39%に高まった。また,解雇
反対は27件の減少,その他の要求は16件の減少といずれも減少して過去5カ年間の最低となった。これは
前述のとおり春季賃金争議がとくに中小企業において平穏であった反面,年末一時金闘争が39年の春闘へ
の足がためとしてかなり活発に行なわれた(第5-19表)。

第5-19表 主要要求事項別争議件数の推移

なお,組合員100人当りの行為参加人員を産業別にみると,鉱業,電気・ガス・水道業,運輸通信業,製造業な
どでは賃金増額要求の行為参加人員が多く,これらの産業で賃金増額要求が多かったことを示している。
製造業のなかでは機械器具,鉄鋼・金属などでその数が多く,賃上げ争議が多かったことを示している(第5-
20,21表)。
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第5-20表 産業別労働組合員100人当り行為参加人員

第5-21表 製造業労働組合員100人当り行為参加人員
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